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ＬＰガス販売指針 

(取引適正化・料金情報提供の自主ルール) 

 

 

はじめに 

 

 平成９年の液化石油ガス法大改正を契機に、いわゆるブローカー業者(ＬＰガ

スの顧客を他の販売事業者に媒介又は取り次ぎ等を行う業者)が首都圏を中心

に消費者を巻き込んだ契約トラブルを多数発生させるようになりました。 

 平成１１年６月に公正取引委員会は「ＬＰガス販売業における取引慣行等に

関する実態調査報告書」を発表し、競争政策の観点から無償配管の慣行及び不透

明な料金体系の是正を指導しました。これを受け経済産業省は、同年１０月に取

引適正化・料金透明化に向けた流通アクションプランを発表しました。 

 これらの指導等を踏まえ、社団法人日本エルピーガス連合会(当協会の前身の

ひとつ)では、平成１２年９月に取引適正化・料金透明化を内容としたＬＰガス

販売指針を業界自主ルールとして策定し、会員のＬＰガス販売事業者に周知・徹

底を行いました。 

 平成１３年７月にはＬＰガス販売事業者の変更に伴うトラブルの防止のため、

液化石油ガス法施行規則(省令)の改正「無断撤去の禁止のルール化」がありまし

た。さらに、平成２１年には特定商取引法の改正により消費者保護政策の一層の

強化が、平成２２年には独占禁止法の改正により不当廉売等の基準の明確化が

なされました。一連の法令改正を受け、当協会ではＬＰガス販売指針を適宜改訂

して周知・徹底を行いました。 

  

 また、電力の小売全面自由化が平成２８年４月から、都市ガスの小売全面自由

化が平成２９年４月からそれぞれ実施されることになり、エネルギー間競争の

激化が予想されました。そのような状況下で、個々のＬＰガス販売事業者が消費

者から選ばれ続けるためには、一層の取引適正化・料金透明化が必要となること

から、平成２７年３月にＬＰガス販売指針の第３次改訂を行い、周知・徹底を図

りました。 

 

 第４次改訂は平成２９年２月に「液化石油ガス施行規則(省令)の一部改正」と、

「同規則の運用・解釈(通達)の一部改正」が公布され、適正なＬＰガス販売の指

針として「液化石油ガスの小売営業における取引適正化に関する指針(ＬＰガス

小売営業ガイドライン)」の制定を受けて策定いたしました。 

 

経済産業省は、令和５年３月から令和６年５月までの間の資源・燃料分科会 

石油・天然ガス小委員会液化石油ガス流通ワーキンググループ(以下、流通Ｗ

Ｇ)の審議を経て、ＬＰガスの料金の透明化及び取引の適正化を図るため、①
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液化石油ガス法施行規則の一部改正(令和６年４月２日公布、令和６年７月２

日施行、三部料金制の徹底は令和７年４月２日施行、(以下、「改正省令」とい

う。)と、②同規則の運用・解釈(通達)の一部改正(令和６年４月２日公布、令

和６年７月２日施行)をするとともに、③適正なＬＰガス販売の指針として、

「液化石油ガスの小売営業における取引適正化指針(ＬＰガス小売営業ガイド

ライン)」の一部改正(令和６年４月２日公布、令和６年７月２日施行)を行い

ました。 

  

以上を踏まえ、当協会では業界自主ルールであるＬＰガス販売指針を見直し、

第５次改訂版として、再度、周知・徹底を行うことといたしました。ＬＰガスは、

国民生活や経済活動に不可欠なエネルギー源といえます。ＬＰガス業界では、２

０５０年カーボンニュートラルに向けて様々な取り組みを行っており、脱炭素

とエネルギーの安定供給、経済成長の同時達成の実現を目指すＧＸ(グリーント

ランスフォーメーション)推進の中、グリーンＬＰガスの開発も進められていく

など、今後の発展に向けた取り組みが官民一体で行われています。 

 

こうした中、ＬＰガスが消費者から真に信頼され選択され続けるために、全

国のＬＰガス販売事業者の皆様には本指針をご理解の上、的確にご対応いただ

きますようお願いいたします。 

 

 今後もＬＰガス業界を取り巻く環境などの変化に応じて、ＬＰガス販売指針

の見直しを行ってまいりますので、何卒、ご協力をお願いいたします。 

 

【策定・改訂の経緯】 

 

 平成１２年９月 ＬＰガス販売指針の策定 

内容：公正取引委員会からの無償配管の慣行及び不透明な料金体 

系の是正指導と経済産業省が発表した流通アクションプラ

ンに基づき、業界自主ルールとして策定 

 

 平成１５年４月 ＬＰガス販売指針の１次改訂 

内容：液化石油ガス法施行規則(省令)の改正「無断撤去の禁止の 

ルール化」を受けて改訂 

 

 平成２２年６月 ＬＰガス販売指針の２次改訂 

内容：特定商取引法の改正、独占禁止法の改正を受けて改訂 

 

 平成２７年３月 ＬＰガス販売指針の３次改訂 

内容：電力と都市ガスの小売全面自由化に備えて改訂 



3 

 平成２９年３月 ＬＰガス販売指針の４次改訂 

内容：液化石油ガス法施行規則(省令)の改正、同規則の運用・解釈

(通達)の改正及び液化石油ガスの小売営業における取引適

正化指針(ＬＰガス小売営業ガイドライン)の制定を受けて

改訂 

 

 令和 ７年１月 ＬＰガス販売指針の５次改訂 

内容：液化石油ガス法施行規則(省令)の改正、同規則の運用・解釈

(通達)及び液化石油ガスの小売営業における取引適正化指

針(ＬＰガス小売営業ガイドライン)の改正を受けて改訂 

 

 

 

                          令和７年１月３１日 

一般社団法人全国ＬＰガス協会 

                     会  長  山 田  耕 司 
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第１章  総  論 

＜ＬＰガス販売事業者が守るべき５つの原則＞ 

 

 

１．５つの原則  

ＬＰガスの販売事業が適法・適正に行われるには、次の５つの原則が常に守

られていなければなりません。 

このうちの一つでもおろそかにされれば、その事業活動は適法・適正ではな

くなりますので、遵守することが必要です。 

 

(１) 消費者のエネルギー選択の自由を尊重すること 

(２) 取引関係(契約の内容と締結)を明確にして、契約の前に消費者に説明す

ること 

(３) 継続的・安定的にガスを供給する体制が整っていること 

(４) 保安の確保を不断の努力で全うすること 

(５) 料金算定方法などに合理性があり、消費者に説明し、理解されていること 

 

全国のＬＰガス販売事業者(以下「販売事業者」という。)が、常に上記の 

５つの原則に留意しながら、コンプライアンス(法令遵守)とコーポレート・ガバ

ナンス(企業統治)を実施し、日々の業務を遂行していけば、消費者や他の販売事

業者・異業種事業者とのトラブルも回避でき、また、行政機関からの指摘などを

受けることもありません。 

 

消費者から「ＬＰガスの料金はどうなっているのかわからない。不当に高く

買わされているのではないか。」と疑問視されることもあり、販売事業者の変更

に際し、配管その他の設備関係の所有権・使用権、経済的価値をめぐって販売事

業者間や消費者との間で無用なトラブルを起こしたりしないようにすることが

必要です。権利関係を明確にし、販売事業者の変更に当たっての取決めを守るこ

となどは、ＬＰガス業界全体に対する国民の信頼を得るために絶対に必要なこ

とです。 

 

言い換えれば、上記５原則を守っている販売事業者は「良識のある販売事業

者」であると言えます。この５原則を義務的なものとして受け止めるのではなく、

「良識のある販売事業者」としての信頼を得るための経営上の有力な武器とし

て認識し、積極的に日々不断の努力をしていくべきものと考えます。 
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２．消費者の選択の自由  

ＬＰガス販売においては、消費者と供給契約を締結した後は、その消費者と

の取引が継続的・安定的に推移するため、しばしばこの契約関係をあたかも自己

の既得権のように誤解する向きがあります。 

 

これは明らかに間違った認識であり、消費者がどのエネルギーを誰から購入

するかは、本来自由でなければなりません。特に、２０５０年カーボンニュート

ラルに向けて、脱炭素とエネルギーの安定供給、経済成長の同時達成の実現を目

指すＧＸ(グリーントランスフォーメーション)推進の中、ＬＰガスが消費者か

ら選ばれるエネルギーになるよう努めなければなりません。 

 

料金問題、配管問題や過大な営業行為などの是正を進めていくために、ＬＰ

ガス業界全体でこのＬＰガス販売指針(以下「販売指針」という。)に即して日々

の業務を推進しましょう。 

 

３．関係法令の遵守  

ＬＰガスの販売は、液化石油ガス法、高圧ガス保安法、特定商取引法、独占禁

止法など関係法令を遵守して行われるべきことは言うまでもありません。 

 

したがって、関係法令の規程に関する内容を守らなかった場合には、「違法性」

ないしは「不当性」を追及されることがあり、社会的非難を受けることが予想さ

れます。十分に内容を理解するとともに適正に遵守しなければなりません。 

 

すべての販売事業者の経営トップから現場従事者(委託先を含む)までが、こ

の販売指針に沿った行動をするよう積極的に努力しましょう。 

 

４．消費者からの苦情・相談への対応  

 消費者との信頼関係を強化し、顧客満足度を向上させることが重要です。 

 そのためには、消費者からの料金等の相談(苦情・問い合わせ)には誠実に対応

し、また、都道府県協会のお客様相談所より相談の連絡があった場合には、販売

事業者自らが速やかに、問題解決を図るべく真摯に対応しましょう。 

 併せて、相談を受けた場合はその記録簿を作成しましょう。 



6 

第２章 取引の適正化 
 

 

販売事業者と消費者との間で訪問販売・通信販売などの取引が行われる際に

は、「広告」、「勧誘」、「申込み」、そして「契約」が行われます。その活動は、(１)

特定商取引法、(２)景品表示法、(３)消費者契約法、(４)独占禁止法、(５)液化

石油ガス法により規制されています。 

特に、ＬＰガスの販売契約はほとんどが消費者宅において締結されることか

ら、液化石油ガス法だけでなく、特定商取引法の規制を受けることとなります。 

特定商取引法 第２条 

・「訪問販売」とは、 

販売業者または役務提供事業者が、店舗以外の場所(例えば消費者宅)

で契約を締結して行う商品・権利の販売または役務(サービス)の提供等

をいう。 

・「通信販売」とは、 

販売業者又は役務提供事業者が、インターネット・ダイレクトメール・

新聞広告等を利用し、契約を締結して行う商品・権利の販売または役務

(サービス)の提供をいう。 

・「電話勧誘販売」とは、 
販売業者又は役務提供事業者が、電話で勧誘し、郵便等を利用し、契

約を締結して行う商品・権利の販売または役務(サービス)の提供をい

う。 

 

＊新規顧客と取引する場合だけでなく、既存の顧客に対する場合でも、ガス機

器の販売や役務の提供が特定商取引法の対象になる場合があります。十分注

意してください。 

 

１．勧誘・申込みの適正化  

(１) 訪問販売 

ＬＰガスの販売のため消費者宅を訪問した場合は、特定商取引法により

次の事項を遵守しなければなりません。 

① 勧誘の前に、事業者名、勧誘が目的である旨等を明示しなければ

なりません。 

 

② 商品内容、条件を消費者に納得のいくように十分に説明し、理解

を得なければなりません。 
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特定商取引法による罰則規程 

   不実告知、威迫困惑、重要事項の故意の不告知等に対しては、３年以

下の懲役又は３００万円以下の罰金(又は併科)が科されるほか、指示及

び業務停止命令等の対象となります。 

書面交付義務違反(不交付、虚偽記載、不備記載等)に対しては６ヶ月

以下の懲役又は１００万円以下の罰金(又は併科)が科せられるほか、指

示及び業務停止命令等の対象となります。 

 

主 な 説 明 事 項 

ⅰ) ＬＰガス料金(三部料金制)とその算定方法、その他の費用

(貸付設備の利用料等)、支払時期、支払方法 

ⅱ) 保安に関する設備とその費用負担 

ⅲ) 契約期間および中途解約の条件 

ⅳ) 保安業務・サービスに関する事項 

ⅴ) 保安管理に関する責任分担 

ⅵ) ＬＰガス設備の所有関係 

ⅶ) クーリングオフ制度 

     

③ 消費者から申込みを受けたときは、直ちに特定商取引法第４条に

定める書面(以下、「申込時書面」という。)もしくは申込みをした者

の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電磁的方法(電子メール

等)で交付しなければなりません。 

なお、申込時書面を作成するには、消費者の署名、押印が必要に

なります。 
     

④ その後、契約を締結したときは、遅滞なく、特定商取引法第５条に

定める書面(以下、「契約時書面」という。)もしくは契約をした者の

承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電磁的方法(電子メール

等)で交付しなければなりません。 

なお、契約時書面を作成するには、消費者の署名、押印が必要に

なります。 
 

(２) 通信販売 

① インターネット、ダイレクトメール、新聞等に広告を掲載する際

には、特定商取引法第１１条に定める事項(巻末参照)について記載

しなければなりません。 

 

② 広告スペースの関係で全ての事項を記載できない場合には、広告

内に消費者からの請求により、遅滞なく書面又は電子メールで交付
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する旨を記載しなければなりません。 

 

③ 誇大広告をしてはなりません (特定商取引法第１２条)。 

 

(３) 電話勧誘販売 

消費者への十分な説明ができないため、電話勧誘販売を行うことは望ま

しくありません。 

 
◎ 特定商取引法に関する注意事項(申込時・契約時の書面交付) 

特定商取引法第４条及び第５条により、訪問販売の場合、消費者から申

込みを受けたときには、直ちにその申込みの取引条件の内容を記載した書

面(申込時書面)を交付することが義務付けられています。その後、契約を

締結したときには、遅滞なく申込時の条件内容を記載した書面(契約時書

面)を交付することが義務付けられています。 
ただし、申込みを受けた際に、即座に契約締結にまで至った場合は、 

直ちに契約時書面のみの交付とすることが認められています。 
また、消費者の承認を得た場合に限り、上記の書面に記載すべき事項を

電磁的方法(電子メール等)で提供することが認められていますが、その承

諾を得る方法や事前説明、提供方法、禁止行為等が政省令で細かく規定さ

れているので注意が必要です。 
 

(注意事項) 

 契約を締結したときには、特定商取引法第５条に定める契約時書面と

液化石油ガス法第１４条(以下、「１４条書面」という。)に定める書面

の２つの書面交付が必要となります。 

ただし、契約時書面と１４条書面の記載事項はほぼ同様なので、契約

時書面の内容を盛り込んだ１４条書面のみの交付とすることが認めら

れています。 

                   (参考資料：１４条書面ひな型参照) 

 

２．勧誘時の注意事項・禁止事項等  

(１) 特定商取引法上の勧誘規制行為 

ＬＰガスの訪問販売の勧誘については、以下の点に注意してください。 

 

① 勧誘に際しての明示義務 

訪問販売の勧誘の前に、事業者名、勧誘が目的である旨、商品の種類

等を明示しなければなりません。 
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(不適切な例） 

・訪問販売に係る契約について、勧誘をするに際し、「○○センタ

ーです」等と虚偽の名称を名乗ること。 

・「ＬＰガス料金を無料診断する」等と勧誘する目的と違うことを

言うこと。 

・勧誘員が、保安点検と偽って消費者宅に入り、ＬＰガス料金を聞

き出し、契約している販売事業者より安い料金をうたっている販

売事業者を紹介すること。 

 

② 不実の告知の禁止 

訪問販売の勧誘の際に、事実でないことを伝える行為は禁止されて

います。 

 

(不適切な例) 

・訪問販売の勧誘の際に、実際には現販売事業者との間で解約料が

発生するにもかかわらず、「解約に伴う費用は一切かからない」

旨を告げること。 

 

③ 重要事項の不告知の禁止 

当該契約に関して、消費者にとって不利益となる事実があるにもか

かわらず、故意に知らせない行為は禁止されています。 

 

(不適切な例) 

・配管やガス機器等が現販売事業者の所有であり、解約に伴い消費

者に利用料が請求される契約であるにもかかわらず、その旨を消

費者に故意に知らせないこと。 

 

④ 「威迫して困惑させる」行為の禁止 

「契約の締結又は契約の申込みの撤回若しくは解除」を妨げるため、

消費者を威迫して困惑させる行為は禁止されています。 

 

(注) 威迫とは、脅迫に至らない程度の人に不安を生じさせる行為 

(注) 困惑させるとは、困り戸惑わせる行為 

 

⑤ 再勧誘の禁止 

消費者から一度、断られたときは、引き続き又は後日の勧誘はいずれ

も禁止されています。 

 

 (不適切な例) 

・販売事業者が自らと契約するよう勧誘をした際に、消費者が「販

売事業者を替える気はない」旨の意思を表示したにもかかわら

ず、その場で引き続き勧誘を行うこと。 

 



10 

(２) 独占禁止法の不公正な取引方法 

独占禁止法は、事業者による不公正な取引方法を禁止し、事業者間の公

正かつ自由な競争により、一般消費者の利益と選択の自由を確保するこ

とを目的としています。 

 
① 差別対価 

・「不当に、地域又は相手方により差別的な対価をもって、商品又は役務

を継続して供給することであつて、他の事業者の事業活動を困難にさせ

るおそれがあるもの」(独占禁止法第２条第９項第２号) 

 

・「独占禁止法第２条第９項第２号に該当する行為のほか、不当に地域又

は相手方により差別的な対価をもつて、商品若しくは役務を供給し、又

はこれらの供給を受けること」(不公正な取引方法の告示第３項) 

 

なお、同一販売事業者が異なる地域において、その料金水準を異なるも

のとすることが合理的な理由の一つになり得る場合があります。例えば、

①地域による配送コストや単位消費量の相違②その地域の競争の程度な

どです。 

しかし、いかに競争が激化していたとしても、異なる地域または同一地

域において著しく異なる料金水準でＬＰガスを販売する行為は、不公正

な取引方法(独占禁止法違反)に該当する可能性があり、消費者の信頼を

損なうものです。 

具体的には、その販売の規模、態様、数量およびその価格差などを勘案

して判断されます。例えば、ある販売事業者が有力事業者であり、自己の

支配が確立されている地域では高価格の料金水準を採用しながら、その

他の地域では競争相手を排除するため、採算を度外視した料金水準を採

用し他の事業者の事業活動を困難にさせるような場合は、独占禁止法に

違反するものと解されます。 

 

② 不当廉売 

・「正当な理由がないのに、商品又は役務をその供給に要する費用を著し

く下回る対価で継続して供給することであつて、他の事業者の事業活動

を困難にさせるおそれがあるもの」(独占禁止法第２条第９項第３号) 

 

・「独占禁止法第２条第９項第３号に該当する行為のほか、不当に商品又

は役務を低い対価で供給し、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそ

れがあること」(不公正な取引方法の告示第６項) 

 

 



11 

「不当廉売」とは、正当な理由がないのにコストを下回る価格、つまり

通常では供給を継続することができないような低価格を設定することを

いいます。 

「不当廉売」による顧客の獲得は、企業努力又は正常な競争を阻害し、

公正な競争環境に悪影響を及ぼすおそれがあることから禁止されていま

す。 

③ ぎまん的顧客誘引 

・「自己の供給する商品又は役務の内容又は取引条件その他これらの

取引に関する事項について、実際のもの又は競争者に係るものよ

りも著しく優良又は有利であると顧客に誤認させることにより、

競争者の顧客を自己と取引するように不当に誘引すること」(不公

正な取引方法の告示第８項) 

 

「ぎまん的顧客誘引」とは、価格などの取引条件について、他の販売事

業者より著しく有利であると消費者などに誤認させて勧誘することをい

います。 

また、他の販売事業者より有利かどうかは、ＬＰガスの価格だけで決ま

るものではなく、保安面やメンテナンスあるいは将来の供給条件にかか

るものも含まれます。ＬＰガスの価格が、他の販売事業者と比べて安いこ

とだけを強調し、その他の条件を説明せず、その他の条件が他の販売事業

者と同様であると誤認させ、全体として他の販売事業者よりも取引条件

が有利であると誤認させれば、独占禁止法違反となるおそれがあります。 

 

④ 不当な利益による顧客誘引 

・「正常な商慣習に照らして不当な利益をもつて、競争者の顧客を自

己と取り引きするように誘引すること」(不公正な取引方法の告示

第９項) 

 

賃貸物件へのＬＰガス納入業者の決定に多大な影響力を持つ不動産管

理会社や家主に対し、過大な利益を提供して販売事業者の切替えを促す

ことは、不公正な取引方法に該当するおそれがあります。 

 

(３) 不当景品類及び不当表示防止法(景品表示法) 

不当景品類及び不当表示防止法(以下「景品表示法」という。)は、事業

者の販売価格について一般消費者に実際のもの又は競争事業者に係るも

のよりも著しく有利であると誤認される表示を不当表示として規制して

います。 
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景品表示法第５条 

 事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引について、次の各号の

いずれかに該当する表示をしてはならない。 

１．(略) 

２．商品又は役務の価格その他の取引条件について、実際のもの又は当

該事業者と同種もしくは類似の商品もしくは役務を供給している他の事

業者に係るものよりも取引の相手方に著しく有利であると一般消費者に

誤認される表示であって、不当に顧客を誘引し、一般消費者による自主

的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められるもの 

３．(略) 

 

景品表示法を管轄する消費者庁では「不当な価格表示」に関する考え方

を次の通り示しています。 

 

   ① 販売価格に関する表示について 

     ア 自己の販売価格について、実際の販売価格よりも著しく有利で

あると一般消費者に誤認される表示 

     イ 自己の販売価格について、競争事業者の販売価格よりも著し 

く有利であると一般消費者に誤認される表示 

 

   ② 「有利であると一般消費者に誤認される」とは、販売価格が実際と

異なって安いという印象を一般消費者に与えることをいう。 

     「著しく有利」であると誤認される表示か否かは、一般的に許容さ

れる誇張の程度を超えて、商品又は役務の選択に影響を与える内容

か否かにより判断される。 

 

以上により、ＬＰガス価格の公表に当たっては、実際には適用されてい

ない料金メニューを、標準的な料金メニュー等として公表した場合には、

不当景品類及び不当表示防止法(景品表示法)で禁じている不当表示となる

おそれがあることに留意が必要です。 

 

(４) 液化石油ガス法上の制限 

ＬＰガスの過大な営業行為などを是正するために、液化石油ガス法第

１６条第２項の規定に基づく「販売の方法の基準」として、新たに設けら

れたものです。 
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液化石油ガス法施行規則(省令)第１６条第１５号の 

２ 液化石油ガスの販売契約を締結しようとする一般消費者等と消費

設備が設置された又は設置される施設又は建築物の所有者とが異な

る場合において、当該一般消費者等と当該施設又は建築物の所有者等

との間で賃貸借契約が締結される前に、当該一般消費者等に対し、直

接液化石油ガスの供給に係る料金表等を提示し、又は当該施設又は建

築物の所有者等を通じて当該料金表等を提示するよう努めること。 
３ 液化石油ガスの販売契約を締結しようとする一般消費者等と消費

設備が設置された又は設置される施設又は建築物の所有者とが異な

る場合において、当該一般消費者等と液化石油ガスの販売契約を自己

と締結させることを目的として、当該施設又は建築物の所有者等に対

し、正常な商慣習を超えた利益を供与しないこと。 
４ 液化石油ガスの販売契約を締結しようとする一般消費者等と消費

設備が設置された又は設置される施設又は建築物の所有者とが同一

である場合において、当該一般消費者等と液化石油ガスの販売契約を

自己と締結させることを目的として、当該一般消費者等に対し、正常

な商慣習を超えた利益を供与しないこと。 
５ 液化石油ガスの販売契約を締結しようとする一般消費者等と消費

設備が設置された又は設置される施設又は建築物の所有者とが異な

る場合において、当該施設又は建築物の所有者等との間で、当該施設

又は建築物の入居者である一般消費者等が液化石油ガス販売事業者

を変更することを制限するような条件を付した貸与契約等を締結し

ないこと。 
６ 液化石油ガスの販売契約を締結しようとする一般消費者等と消費

設備が設置された又は設置される施設又は建築物の所有者とが同一

である場合において、当該一般消費者等との間で、液化石油ガス販売

事業者を変更することを制限するような条件を付した液化石油ガス

の販売契約等を締結しないこと。 

 

① ＬＰガス料金等の情報提供(液化石油ガス法施行規則(省令)第１６条

第１５号の２) 

賃貸集合住宅の場合、入居後は事実上販売事業者を変更できないとい

った実態を踏まえ、入居前にＬＰガス料金等の情報を入手できるよう、下

記の措置を講じる。 

ア 入居希望者へのＬＰガス料金の事前提示の努力義務(入居希望者

に直接又はオーナー、不動産管理会社、不動産仲介業者等を通じ

て提示) 

イ 入居希望者から販売事業者に対して直接情報提供の要請があっ

た場合は、それに応じることを義務付け 
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② 過大な営業行為の制限(液化石油ガス法施行規則(省令)第１６条  

第１５号の３～６) 

販売事業者が、不動産・建設関係者等に対し、設備貸与や紹介料などの

形で過大な利益供与を行うなどの営業行為を抑止するため、下記の措置

が講じる。 

ア 正常な商慣習を超えた利益供与の禁止 

イ 消費者の事業者選択を阻害するおそれのある、販売事業者の切替 

えを制限するような条件付き契約締結等の禁止 

 

このように営業行為の一部が是正される旨が規定されました。入居希 

望者からのＬＰガス料金等の情報提供要請に応じる義務及び、過大な営業

行為の制限については、液化石油ガス法で罰則の対象となり(３０万円以

下の罰金)、販売事業者の登録の取り消しも含め、処分の対象となりまし

た。 

 

③ 罰則関係 

液化石油ガス法第百条次の各号の一に該当する者は、三十万円以下

の罰金に処する。 

一 第十四条第二項の規定による命令に違反した者 

一の二 第十六条第一項又は第二項の規定に違反した者 

二 第十六条の二第二項、第三十四条第三項、第三十五条の五又は第

三十七条の五第三項の規定による命令に違反した者 

 

④ ＬＰガス商慣行通報フォームへの対応 

経済産業省資源エネルギー庁は、令和５年１２月１日に「ＬＰガス商慣

行通報フォーム」を開設しました。今回の制度改正を踏まえ、ＬＰガスの

消費者に不利益をもたらすと考えられる商取引に関する情報を受付け、そ

こに寄せられる情報も踏まえて、ＬＰガスを巡る市場監視を強化していく

こととしています。 

懸念される行為に接した場合は、個別具体的な情報を通報することが 

望ましいとされています。 

 

経済産業省資源エネルギー庁ホームページ 

 「ＬＰガス商慣行通報フォーム」 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/dis

tribution/ lpgasstsuhoform/index.html 
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３．契約の締結  

(１) 書面の交付 

原則、液化石油ガス法と特定商取引法により、それぞれの書面交付が義

務付けられています。 

 

① 液化石油ガス法第１４条に定める書面 

ＬＰガスの販売契約を締結したときは、１４条書面を交付しなけれ

ばなりません。 

 

≪参考として≫ 

周知文書の交付方法(液化石油ガス法施行規則(省令)第２７条)で、

電磁的方法(電子メール等)を利用することが可能になりました。消費

者等に事前に承諾を得る必要があることから、１４条書面にその項目

を加えました。 

１４条書面についても同様に電磁的方法(電子メール等)を利用する

ことが可能になりました(液化石油ガス法施行令第５条)。一部再交付

(保安業務通知書等)が必要になる際に備えて、事前に承諾を得る項目

を加えました。 

なお、交付書面への押印は販売事業者において、ご判断ください。

(参考資料：１４条書面ひな型参照) 

 

② 特定商取引法第５条に定める契約時書面 

訪問販売により契約を締結したときは、申込み時に交付した申込時

書面とは別に、契約の内容を明らかにする契約時書面を交付しなけれ

ばなりません。 

ただし、申込みと契約締結が同時に行われるときは、契約時書面の 

交付のみで済ますことが認められています。 

 

＊(再掲) 

契約時書面と１４条書面の記載事項はほぼ同様なので、契約時書面

の内容を盛り込んだ１４条書面のみの交付とすることが認められてい

ます。 

 

(２) 消費者契約法の事業者への規制 

消費者契約法では、事業者の行為により消費者が誤認・困惑して申込

み・契約を行った場合、消費者はその契約を取り消すことができます。 

また、契約解除による違約金の制限があります。 
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① 不実の告知 

消費者に事実でないことを伝える行為は禁止されています。 

 

② 重要な事実の不告知 

重要な事実を故意に知らせない行為は禁止されています。 

 

③ 断定的判断 

将来の変動が不確実な事項について断定的な判断を提供する行為は

禁止されています。 

 

④ 不退去 

消費者宅などで退去することを告げられたにもかかわらず退去しな

い行為(いわゆる押し売り)は禁止されています。 

 

⑤ 監禁 

勧誘を受けている場所から退去する旨を告げたにもかかわらず消費

者を退去させない行為(いわゆるキャッチセールス)は禁止されていま

す。 

 

⑥ 違約金の制限 

契約の解除にともなう違約金の額が事業者に生じる平均的な損害額

を超えている場合は、その超えている部分は無効とされています。 

 

４．自社情報の消費者への提供 

(１) 標識のウェブサイトでの掲載 

「デジタル社会の形成を図るための規制改革を推進するための経済産

業省令の一部を改正する省令」として液化石油ガス法第７条に定める販

売所の標識掲示については、従来の販売所店頭での掲示に加え、令和６年

４月１日よりウェブサイト上への掲載が求められることになりました。 

ただし、常時雇用する従業員の数が五人以下である場」もしくは「自

らから管理するウェブサイトを有していない場合」は例外となります。 

 

標識の掲示方法について 

・標識のウェブサイト上での掲載は様式に従えば良いので、以下の２つ

の方法が考えられます。 

 

① ホームページにおいて表形式で所定の内容が表示されるように作

成する(※記載例）。 
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② 実際の事業所に掲示されている金看板をデジカメ等で撮影し、そ

の画像をホームページに貼り込む。 

 

・いずれにせよ、標識で有る以上読み取れるサイズで表示されることが

必要(画像の場合は明るさなども注意する)。作成においては、スマー

トフォンやタブレットでの表示を意識する。 

・なお、表示義務違反に伴う罰則は２０万円以下の罰金となります。 

 

※記載例 液化石油ガス販売事業者証 

 登録番号 埼玉県５０Ａ００００ＶＡ 

 登録年月日    年  月  日 

 氏名または名称 ○○プロパン株式会社 

 代表者の氏名  ○○ ○○ 

販売所の名称 本店及び所在地 埼玉県さいたま市・・・・ 

 

(２) 取引の適正化・料金の透明化に向けた自主取組宣言の掲示 

令和６年４月２日の制度改正を踏まえ、販売事業者は自ら制度改正を

遵守することを宣言し、経済産業省資源エネルギー庁が集約しホームペ

ージで公表することで、消費者が宣言済みの事業者であるかどうかを知

ることが出来るようにする見える化を目的としています。 

流通ＷＧの中間とりまとめにおいては、販売事業者による自主的かつ

積極的な取組を目的として、自主取組宣言を行うことが求められていま

す。 

 

具体的な宣言内容として、 

・ 無償貸与や紹介料支払い等の利益供与を行わない等の宣言 

・ 上記宣言内容を実施する組織体制(社内ルールの整備、研修の実施

等) 

・ 経営トップや現場担当のコミットメント 等 

 

※参考資料：「取引の適正化・料金の透明化に向けた行動指針」参照 
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第３章 消費配管・ガス機器に関して契約時に   

説明すべき事項 
 

 

ＬＰガスの取引において、下記の経緯を踏まえ『３．契約･解約時の注意事項』

を遵守し、消費者から選ばれるよう努力しなければなりません。 

なお、経済産業省が令和６年４月１９日に公表された「中間とりまとめ」にお

いて、以下のとおり指摘されています。 

 

【いわゆる「貸付配管」という商慣行】 

いわゆる「貸付配管」については、消費者によるＬＰガスの選択機会を阻害す

る可能性が課題として挙げられます。すなわち、通常であれば不動産会社・建設

会社・ハウスメーカー等から消費者に住宅と一緒に引き渡される屋内配管が、不

動産会社・建設会社・ハウスメーカー等への過大な営業(配管工事費を無償とす

る等)により販売事業者の所有物となることで、囲い込み営業の温床となってい

ると指摘されています。 

販売事業者の切替えが抑制されると、事業者間の競争が制限的となり、不透明

なＬＰガス料金につながるといった問題が生じるおそれがあります。また、ＬＰ

ガスの販売契約解約時の貸付配管の精算について、不透明かつ高額の配管費用

が違約金として請求された場合、家主たる消費者側が当該違約金の支払を拒否

することがあり、訴訟事件も発生しています。 

 

１．これまでの経緯  

 

平成１１年 ６月 公正取引委員会は、「ＬＰガス販売業における取引慣行等

に関する実態調査報告書」を発表し，競争政策の観点から

『無償配管の慣行』の是正を指導しました。 

 

平成１１年１０月 経済産業省は流通アクションプランを発表し、『無償配管

の慣行』を撤廃すべきとしました。 

 

『無償配管の慣行』とは、販売事業者が配管等の設置費用を負担しているに

もかかわらず、そのことを消費者や建物所有者に告知せずにＬＰガスを供給す

る慣行一般を指すが、販売事業者の中には、消費者が他の事業者からＬＰガス

の供給を受けようとした際、配管等の所有権があるとして、他の事業者からの

供給を妨げた事例がありました。 

このため、無償配管の慣行は消費者とのトラブルを招くおそれがあるだけで

なく、業界全体の信用を損ねることとなるため、撤廃を周知徹底しました。 
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平成１２年 ９月 当協会は「ＬＰガス販売指針」を業界自主ルールとして策

定し、“いわゆる無償配管の慣行”の撤廃を周知徹底しま

した。 

 

その結果、いわゆる無償配管の慣行は無くなりました。 

 

平成２９年 ２月 経済産業省の取引適正化指針制定内容は以下のとおりで

す。 

①標準的な料金メニュー及び月額料金例の公表 

②一般消費者等が支払うこととなる費用に係る記載事

項の説明 

③料金の値上げ及びその理由の事前通知 

④一般消費者等からの苦情及び問合せへの適切かつ迅

速な処理 

 

平成２９年 ３月 当協会は取引適正化指針の制定を受け、「ＬＰガス販売指

針」の第４次改訂版を発行しました。 

 
その後、販売事業者と不動産会社・建設会社・ハウスメーカー・建物所有者等

との間で貸付配管、ガス機器等の無償貸与などにより、入居者たる消費者が不透

明で高いＬＰガス料金を受け入れざるを得ない状況が大きな問題として取り上

げられるようになりました。 

これを受けて、令和５年３月から流通ＷＧにおいてその対策の法制化が議論

されてきました。 

 

令和 ６年 ４月 経済産業省はＬＰガスの営業行為の一部の是正に向けた

対応として液石法施行規則(省令)の公布が行われ、さらに流

通ＷＧにて議論された中間とりまとめを公表しました。 

 

令和 ６年 ７月 経済産業省は液化石油ガス法律行規則(省令)、同規則の運

用・解釈通達及び液化石油ガスの小売営業における取引適正

化指針(取引適正化ガイドライン)に関する意見公募手続の

結果について発表し、制度改正の考え方を示しました。 

 

令和 ７年 ４月 三部料金制の義務化 

①設備費用の外出し表示をすることになりました。 

②ガス消費に関係ない設備費用の計上を禁止しました。 
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２．消費設備に対する営業行為の一部是正 

貸付配管については、販売事業者の切替えを抑制するおそれがあり、これによ

り販売事業者間の競争が制限され、不透明なＬＰガス料金、家主たる消費者との

トラブルといった問題が生じるおそれもあります。 

経済産業省は、今回の営業行為の一部の是正に向けた望ましい方向性として、

業界全体で長年続いてきた、いわゆる無償貸与や紹介料の支払いといった利益

供与行為については、過大かどうかに拘わらず、一切行わない方向で取り組むこ

とを期待しています。 

 

併せて、経済産業省は、過大な営業行為の制限や三部料金制の徹底による設備

費用の外出し表示・明確化といった制度改正により、一定の改善を期待しており、

消費者のＬＰガスの選択機会を阻害する可能性は引続きあり得るとし、今後の

新規契約においては、貸付配管は行わない方向で取り組んでいくことを期待し

ております。 

 

３．契約・解約時の注意事項  

(１) 事前説明すべき事項 

国の審議会である流通ＷＧにおいて、賃貸住宅における取引が不透明

であり改善するよう、これまで指摘されてきました。 

また、国交省が平成２８年３月３１日付通達で(公社)全日本不動産協

会、(公社)全国宅地建物取引業協会連合会及び(公社)日本賃貸住宅管理

協会に 対して、賃貸型集合住宅の入居予定者にＬＰガス販売事業者名

及び連絡先の情報を提供することが指導されました。 

さらに、経済産業省から令和３年６月１日付において、販売事業者が自

らＬＰガスを供給しようとしている新築の賃貸住宅及び既に供給してい

る賃貸住宅において、集合物件に対する当該物件の販売事業者名、連絡先、

料金等の記載がある「ＬＰガス料金表」等により予め賃貸住宅を管理して

いる所有者又は不動産管理会社に情報提供するよう周知依頼がありまし

た。 

その後、経済産業省から令和６年２月２９日付において、上述の内容に

ついて再度周知徹底の依頼がありました。 

消費者庁においては、令和６年６月に消費者に対して、賃貸住宅の賃貸

借契約を締結する前に、ＬＰガス料金等の情報の確認を行うよう周知さ

れております。 

入居予定者(もしくは入居希望者)から直接販売事業者へ問い合わせが

あった場合には、下記の事項について説明することが義務付けられまし

た。(改正省令第１６条第１５号の２) 
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① 当該物件のＬＰガス料金は三部料金制であることを説明し、消費配

管や機器等の費用を請求することは出来ません。 

また、「所有権」が誰にあるかを説明します。賃貸住宅においては、

消費配管等をＬＰガス料金として費用計上することは適切ではないこ

とから、設備料金は「該当なし」もしくは「０円」とする必要があり

ます。 

 

② 「ガス漏れ警報器(以下、「ＬＰガス警報器」という)、「リース機

器」がある場合は、その金額及び徴収方法と期間を説明する必要があ

ります。 

 

③ 建物所有者の同意を得ずに切り替えることはできないことについて

説明する必要があります。 

 

(２) １４条書面交付時に説明すべき事項 

１４条書面を交付する際は、その内容を説明することは当然ですが、特

に、下記の５項目については、トラブル防止のため説明を受けた旨を消費

者等の署名を付した書面等により確認しましょう。 

 

液石法施行規則(省令)第１３条第５号から第９号 

第５号 液化石油ガスの価格の算定方法、算定の基礎となる項目及び

算定の基礎となる項目についての内容の説明 

第６号 供給設備及び消費設備の所有関係 

第７号 供給設備及び消費設備の設置、変更、修繕及び撤去に要する費

用の負担の方法 

第８号 液化石油ガス販売事業者の所有する消費設備を一般消費者等

が利用する場合において、当該一般消費者等が支払うべき費用

の額及び徴収方法(当該消費設備の所有権が液化石油ガス販売

事業者にある場合に限る。) 

第９号 消費設備に係る配管について、液化石油ガスの販売契約解除

時に液化石油ガス販売事業者から一般消費者等に所有権を移転

する場合の精算額の計算方法(当該配管の所有権が液化石油ガ

ス販売事業者にある場合に限る。) 

 

(３）契約解除時の扱い 

将来、契約解除の申し出があった場合には、販売事業者が所有する消費

配管や機器等は、原則、適正な対価として１４条書面に記載の清算方法で

所有権を移転しなければなりません。 
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４．貸付配管の取扱い 

平成１２年のＬＰガス販売指針の策定以前の消費配管は、①貸付配管の慣行

によるものであることが明確なもの、②貸付配管の慣行によるものであるか否

か不明確なもの、③消費配管が販売事業者の所有であることを明確にしてある

もの(貸付配管)に分けて対応する必要があります。 

 

(１) 貸付配管の慣行によるものであることが明確なもの 

消費配管の所有権は明確に消費者に帰属していますので、利用料の請

求や買取り請求はできません。 

 

(２) 貸付配管の慣行によるものであるか否か不明確なもの 

原則、販売事業者には所有権がなく、利用料の請求や買取り請求はでき

ないものと解されます。 

 

(３) 消費配管が販売事業者の所有であることが明確なもの(貸付配管) 

消費者又は建物所有者との間で合意され、いわゆる１４条書面等にお

いて、利用料や中途解約の条件等が記載されている場合は、消費者に対し

て、その費用を請求することが出来ます。そうでない場合は、請求するこ

とはできません。 
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第４章 ＬＰガス販売事業者の変更 
 

 

液化石油ガス法施行規則(省令)第１６条第１６号で「供給設備の無断撤去の

禁止のルール」が定められています。 

消費者の意向を重視し、適正な取引と事業者の変更を円滑に行うためにも、現

在ＬＰガスを供給している販売事業者(以下「現販売事業者」という。)や、新た

にＬＰガスを供給する販売事業者(以下「新販売事業者」という。)は、共に法令

や本指針を守りましょう。 

これまでは、販売事業者が自社の従業員に勧誘させる場合のみならず、外部の

事業者(個人を含む)に勧誘行為を委託する場合等についても、本指針に沿って

責任を持って対応するよう求めてきました。 

今回の制度改正では、販売事業者の切替え営業を代行する事業者等による営

業行為が問題となったときは、その責任は販売事業者自身が負うこととなりま

した。(罰則あり） 

 

１．解約の通知  

(１) 消費者の自由な意思の尊重 

ＬＰガス供給契約の解約は、消費者の自由な意思に基づき行われるも

のであり、原則として消費者自身により現販売事業者に解約を通知しま

す。 

 

消費者自身の自由な意思とは、 

不公正な勧誘などの影響を受けることなく、自主的に判断して、

消費者の自己責任により決定されるものです。 

 

(２) 消費者から委任された場合 

 

① 新販売事業者が代理人として委任された場合は、委任状に則って

行う必要があります。 

 

② 現販売事業者は、消費者本人が自由な意思に基づき作成した委任

状であることを確認する必要があり、新販売事業者はこれを妨げて

はなりません。 

 

③ 新販売事業者は、その委任行為が正当なものであることを現販売

事業者に対して証明する必要があります。 
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２．ＬＰガス料金等の清算  

現販売事業者は、未払い料金及び消費設備※等の清算は、１４条書面等に記載

された方法により行います。 

なお、１４条書面等において配管等の所有関係・清算額の計算方法等を明記し

なかった場合、消費者に貸付配管等の清算金を請求できません。 
※賃貸住宅(アパート、マンションや戸建)における入居者との間では消費設備

の清算はありません。なお、建物所有者等については、第２章２.(４)に記載

のとおりです。 

 

３．供給設備等の撤去  

供給設備等の撤去は、原則として所有者である現販売事業者が自ら行います。

新販売事業者は、供給に先立ち、現販売事業者と保安の引継ぎをします。新販売

事業者は液化石油ガス法上の義務を履行し、保安の確保に万全を期するように

努めましょう。 

 

(１) １週間ルール 

現販売事業者は、消費者から契約解除の申し出があった場合、撤去が著

しく困難である場合やその他正当な事由がない限り、原則１週間以内に

供給設備を撤去する必要があります。(液化石油ガス法施行規則第１６条

第１６号及び通達) 

 

［例示１］撤去が著しく困難な場合とは、次のような物理的に撤去が困難

である場合が該当します。 

① 小規模導管供給の場合(集合住宅への供給も含む) 

② 業務用への供給の場合(相当規模のもの) 

③ バルク供給による場合 など 

 

 ［例示２］その他正当な事由とは、次の場合が該当します。 

① 契約解除の際に清算されるべき清算額(未徴収のＬＰガス料金、 

設備貸与料金等を含めた清算額)の支払いと供給設備の撤去は同時に 

するとの契約条項がある場合 

② 消費者が料金(未徴収のＬＰガス料金、設備貸与料金等)の 

支払いを不当に遅らせている場合など 

 

(注１) 上記事由が解消された場合には、速やかに供給設備等を撤去し 

ないと法令違反となります。 

(注２) 供給設備の撤去の手続きを故意に遅延させることは法令違反と
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なります。 

  (注３) 賃貸住宅(アパート、マンションや戸建)における入居者との間で

は消費設備の清算はありません。なお、建物所有者等については、

第２章２.(４)に記載のとおりです。 

 

(２) 無断撤去の禁止 

新販売事業者は、解約の申し出があってから、原則１週間が経過するま

では、その供給設備を撤去できません。また、１週間を経過した場合でも、

新販売事業者が自らの判断により一方的に供給設備を撤去することは法

令違反となります。 

よって、新販売事業者は、現販売事業者の所有する供給設備の撤去につ

いて、消費者または新販売事業者の判断だけで行えるかのような印象を

与えるなど、不当な方法による切替えを消費者に勧めることはできませ

ん。 

 

(３) 供給設備の撤去費用の請求 

現販売事業者は、１４条書面等に基づいて、供給設備の撤去に要する費

用を適正に算出して、消費者に請求することができます。 

 

(４) 同時履行の実施 

１４条書面等に同時履行が明記されている場合、販売事業者の変更に

ともなう諸費用の清算と供給設備の撤去は、同時に行うことができます。 

 

(５) 買取りの協議 

販売事業者の変更にあたり、現販売事業者は、１４条書面等に基づいて、

撤去が困難な供給設備の買取りを協議することができます。 

 

(６) 有資格者による撤去 

ＬＰガス設備の取外し等は、液化石油ガス設備士が行わなければなり

ません。また、設備等を取外すときは、容器のバルブを確実に閉止するな

ど安全を確保するように努めましょう。 

 

(７) 賃貸住宅における留意点 

賃貸住宅(アパート、マンションや戸建)の賃貸物件の賃貸借契約には、

様々な特約事項が規定されている場合がありますので、留意しましょう。 

配管等の所有者が誰であるかにかかわらず、ＬＰガスを消費しＬＰガ

ス料金を支払うのは入居者となりますので、ＬＰガスの供給や変更に当

たっては、入居者の意向を十分に尊重するとともに、関係法令や賃貸借契

約の内容に留意しましょう。 
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第５章 料金の透明性の確保 
 

 

１．三部料金制の徹底(設備費用の外出し表示・計上禁止) 

販売事業者は、消費者に対してＬＰガス料金を請求するときは、三部料金に整

理した上で、その算定根拠を通知しなければなりません(設備費用の外出し表

示)。 

今回の制度改正は、不透明で高いと指摘されているＬＰガス料金について、料

金の透明性を高めつつ、費用回収のあり方を適正化していく趣旨から行われま

した。 

 

液化石油ガス法施行規則(省令)第１６条第１５号の 

７ 一般消費者等に対して液化石油ガスの供給に係る料金その他の一般消費

者等の負担となる費用を請求するときは、当該費用を当該一般消費者等が

消費した液化石油ガスの量にかかわらず生ずる費用及び当該量に応じて生

ずる費用並びに消費設備の貸与等に係る費用に整理し、その料金その他の

一般消費者等の負担となる費用の算定根拠を通知すること。 
８ 一般消費者等に対し、消費設備に係る配管及び液化石油ガス器具等の設

置等に係る費用以外の費用を消費設備の貸与等に係る費用として請求しな

いこと。 
９ 液化石油ガスの販売契約を締結している一般消費者等と消費設備が設置

された施設又は建築物の所有者とが異なる場合において、液化石油ガスの

販売契約を締結している一般消費者等に対し液化石油ガスの供給に係る料

金を請求するときは、当該施設又は建築物の所有者が本来負担すべき消費

設備の貸与等に係る費用を請求しないこと。ただし、液化石油ガス販売事業

者と当該一般消費者等との間で消費設備の貸与等に係る費用の負担方法に

ついて合意がある場合は、この限りでない。 

 

消費者に不透明なかたちで、ＬＰガスとは関係ない費用等がＬＰガス料金と

して上乗せ回収されている現状を是正するため、下記のとおり対応することと

なりました。 

 

① 基本料金、従量料金、設備料金からなる三部料金制(設備費用の外

出し表示)の徹底 

 

② 電気エアコンやインターホン、Ｗｉ－Ｆｉ機器、宅配ボックス等、

ＬＰガス消費と関係のない設備費用のＬＰガス料金への計上禁止 
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③ 賃貸住宅向けＬＰガス料金においては、ガス機器等の消費設備費

用についても計上禁止 

（注）上記①は新規契約・既存契約ともに適用されます。上記②及び③は

新規契約のみ適用されます(既存契約は早期移行努力義務です)。 

 

 三部料金制の徹底については、令和７年４月１日までに締結済みのＬＰガス

販売契約(既存契約)は、設備費用の計上禁止に係る規律は適用されませんが、設

備費用を外出しすることが義務付けとなります(液化石油ガス法施行規則(省

令)附則第２条）。 

消費者利益を確保する観点から、新制度に対応したＬＰガス料金へ速やかに

見直していくよう努めましょう(液化石油ガス法施行規則(省令)附則第３条）。 

 

２．料金情報の提供と十分な説明 

ＬＰガス販売契約は、継続的にＬＰガスを供給する契約です。ＬＰガスという

「商品」を売買する契約ですから、ＬＰガスがどのような商品であり、その金額

が「いくら」なのかが契約の最も重要なポイントとなります。 

 

液化石油ガス法は、ＬＰガスの供給を開始する際に１４条書面等で、「価格の

算定方法」※算定の基礎となる項目等の説明を義務付けています。 

この義務を履行し、かつ、消費者とのトラブルを防止するためには、１４条書

面等の交付と同時に、消費者に「価格の算定方法」を含んだ「料金表」を交付し

なければなりません。料金を変更する際も「料金表」を再交付しなければなりま

せん。 

 
※「価格の算定方法」とは・・・ 

液化石油ガス法通達により、その価格の計算方法 

(「料金＝基本料金＋従量料金×使用した量＋設備料金」等)のことである。

と記述されています。 

     

なお、料金を変更する場合(価格を下げる場合や輸入価格による料金が変更す

る際の通知を契約した場合を除く)は価格が適用される１ヶ月前※までに通知し

てください。 
※価格が適用される１ヶ月前とは、変更料金が適用される消費開始日から  

１ヶ月前までに通知することを言います。(実質２ヶ月前) 

 

また、特定商取引法においても、訪問販売などでの申込み受付時や契約の締結

時には、料金、支払い時期、支払い方法などの契約内容に関する重要事項を書面

又は電磁的方法(電子メール等)で消費者に交付することが義務付けられていま



28 

す。 

 

３．価格の算定方法  

販売事業者は、消費者にＬＰガス料金の内容を説明し、その理解を得られるよ

うにしなければなりません。そして、自社の価格の算定方法と原価について、明

確な認識を持つことが求められており、令和７年４月２日からは三部料金制が

義務付けられます。 

基本料金、従量料金及び設備料金がいくらであるかを認識しておくだけでは

足りません。基本料金、従量料金及び設備料金は何を基準にして設定しているの

かという点も十分に理解しておきましょう。 

 

［例示１］三部料金制とは、 

基本料金、従量料金及び設備料金の三部構成により設定されてい

る料金制度であり、内容的には次のように設定されています。 

 

基本料金：ガスの使用量とは関係なく、ガスの安定供給のため固定的に発生

する経費をもって構成されています。一般的には容器・自動切替

装置・ガスメータなどの供給設備の償却費、賠償責任保険料、設

備の点検などの保安管理費、検針・集金などの管理費用などで構

成されています。 

専ら保安上必要なＬＰガス警報器の費用については、基本料金

に計上しても差し支えないとされています。 

 

従量料金：ガスの使用量に応じて発生する経費をもって構成されています。 

一般的には仕入代金、配送費、販売などのための経費などで構成

されています。 

 

設備料金：基本料金と従量料金の他に、配管・ガス消費に関連する器具等の

貸付料金等で構成されています。 

専ら保安上必要なＬＰガス警報器の費用については、設備料金

に計上しても差し支えないとされています。賃貸住宅の入居者

≪望ましい行為として≫ 

 令和７年４月１日時点で締結済みのＬＰガス販売契約(既存契約)について

は、設備費用の計上禁止に係る規律は適用されませんが、設備費用を外出しす

ることが義務付けとなります(液化石油ガス施行規則(省令)附則第２条)。 

消費者利益を確保する観点からは、新制度に対応したＬＰガス料金へと速

やかに見直していくことが望ましい(液化石油ガス施行規則(省令)附則第３

条)。 
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には「該当なし」もしくは「０円」と記載します。 

なお、配管・ガス消費に関連する器具等を建物所有者等に貸し付

ける場合には、過大な営業行為に該当するおそれがあります。 

 

［例示２］最低責任使用料金制とは、 

毎月、一定のガスの使用量(最低責任使用量)まで定額とする料金

体系です。それを上回る使用量については、従量料金を加算していく

料金制度です。 

今回の制度改正により三部料金制へ移行していくことが求められ

ています。 

 

［例示３］原料費調整制度とは、 

ＬＰガスの輸入価格や為替レートにより原料費が変動することか

ら、それに合わせて一定期間ごとに従量料金を調整する制度です。 

なお、経済産業省によれば、本制度を採用している場合には、変更

後の販売価格が適用される日の前までに通知する必要があるとされ

ています。ただし、販売契約の際に輸入価格の変動がそのまま販売価

格の変更に直結する旨の明示が求められます。 

 

４．料金情報の積極的な提供  

消費者の理解を得るためにも、ＬＰガス料金情報を積極的に提供するよう努

めなければなりません。賃貸住宅については消費者と当該物件の所有者等との

間で賃貸借契約が締結される前に、消費者に対し、直接又は、その所有者、不動

産管理会社、不動産仲介業者等を通じてＬＰガス料金情報を提供するよう努め

なければなりません。なお、価格を改定する際にも、遅滞なくＬＰガス料金情報

を提供するよう努めなければなりません。(努力義務) 

ただし、賃貸住宅の入居者(入居希望者)からの直接問い合わせがあった場合

には、その当該物件のＬＰガス料金を提示しなければなりません。(罰則あり) 

なお、価格を改定する際にも、適用される消費開始日から１ヶ月前までに通知

しなければなりません。 

※価格が改定される適用される１ヶ月前とは、変更料金が適用される消費開始

日から１ヶ月前までに通知することを言います。(実質２ヶ月前) 

 

(１) 料金表の作成と交付 

   ① 契約締結時に１４条書面とともに消費者に交付するＬＰガス料金表

には、価格の算定方法を明記しましょう。 

基本料金○○○○円、従量料金１立方メートル当たり○○○円、 

設備料金○○○円※ 
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※賃貸住宅においては「該当なし」もしくは「０円」とする必要があり

ます。 

 

② 料金水準を定期的に見直し、価格を改定する際には、適用される消費

開始日から１ヶ月前(実質２ヶ月前)までに消費者に対し検針票又は請

求書等により、変更後の料金及び変更の理由を通知しましょう。 

(変更前の販売価格と変更後の販売価格が比較できるようにした上で、

変更後の販売価格の文字の大きさや文字色等を変えることにより、容易

に判別できるよう記載しましょう。) 

 

(２) 情報提供の手段・方法  

① 標準的な料金メニュー等の公表 

販売事業者は、自社の標準的な料金メニュー及び平均的な使用量

に応じた月額料金例を公表しましょう。 

また、消費者等からの問い合わせ等があった場合には、その標準的

な料金メニュー等により説明しましょう。 

なお、賃貸住宅の入居者(入居予定者)からＬＰガス料金の問い合

わせの要請があった場合には、その当該物件のＬＰガス料金を提示し

なければなりません。(罰則あり) 

 

② 公表の方法 

標準的な料金メニュー等の公表に当たっては、店頭の見えやすい

場所に掲示しましょう。 

また、自社のホームページを有する販売事業者は、そのホームペー

ジに掲載するよう努めましょう。 

 

③ 料金内訳の明記 

請求書等に基本料金・従量料金及び設備料金などの内訳を明記しな

ければなりません。 

また、省エネが叫ばれていることから、当月分の使用量と前年同月

の使用量を比較する観点から、前年同月の使用量を請求書・領収書・

検針表などに記載するよう努めましょう。 

 

(３) 石油情報センターのモニター価格調査への協力 

石油情報センターのモニター価格調査は、経済産業省委託事業とし

て実施しているもので、全国のＬＰガス価格の実態を客観的に明らか

にするための重要な指標となっています。 

このモニター調査に協力している販売事業者は、回答に際しては最

も利用者の多い料金表に基づき回答するよう努めましょう。 
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(４) 保安サービス等に関する情報提供 

現在の家庭用ＬＰガスは品質では全くといっていいほど優劣はありま

せん。従って、他の販売事業者との競争は料金だけということになりかね

ません。 

しかし、実際の消費者は、料金だけではなく保安やその他のサービスを

含めて販売事業者を選択します。 

そのため、自主的に保安点検を行い、消費者の安全を確保するとともに、

ガス切れの恐れもチェックして安定供給に努め、いつでも速やかに対応

できる体制を有するというような価格以外のサービスについても消費者

に十分に説明することが重要です。 

消費者は、それらを販売事業者の価値として認めていただけるはずで

す。販売事業者がこのようなサービスを怠っていると、消費者は料金だけ

の比較で販売事業者を選択することになってしまいかねないので、不断

の努力が大切です。 

保安業務を委託している販売事業者におかれましては、委託先との契

約内容や消費者からの緊急連絡先の確認等を日頃から行うことが保安サ

ービスの充実に繋がります。 

 

 



 

 

参 考 資 料 
 

 

１. 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部 

を改正する省令を公布 

 

２．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律「改正省令」の 

概要 

 

３．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の一部 

を改正する省令(新旧対照表) 

 

４．液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律施行規則の運用 

及び解釈の基準(新旧対照表) 

 

５．商慣行適正化に向けた行動指針 

 

６．１４条書面ひな型 案 
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1 

 

取引の適正化・料金の透明化に向けた行動指針 

 

２０２４年３月２８日 

 

 

ＬＰガス業界において多年にわたり問題とされてきた商慣行について、その

是正・改革による取引の適正化・料金の透明化を図るべく、液化石油ガス法に基

づく規制が導入されることを受け、個々のＬＰガス販売事業者は、それぞれがこ

れを重く受け止めて、取引の適正化・料金の透明化に向けた行動指針を以下の基

本原則等に則して策定の上、これを公表して対外的にコミットメント(公約)し、

ＬＰガスが引き続き顧客から選択されるエネルギーであるために尽力すべきで

ある。 

 

＜基本原則＞ 

 

１．顧客との信頼関係構築 

ＬＰガスが、国民生活や産業活動に不可欠な基幹エネルギーであることを

十分に認識した上で、ＬＰガス販売事業者は、自ら販売するＬＰガスの保安の

確保や供給の安定とともに、取引の適正化・料金の透明化を図り、これにより

顧客との信頼関係を構築すべきである。 

 

２．顧客以外の関係者との信頼関係構築 

ＬＰガス販売事業者は、上記１のＬＰガスの顧客との信頼関係を構築する

上で不可欠となる自らの従業員のほか、直接顧客との接点はない取引先等自

らの事業に係る商流や物流に関する全ての関係者との信頼関係を構築すべき

である。 

 

３．社会への貢献 

ＬＰガスの社会経済的重要性に鑑み、ＬＰガス販売事業者は、自らの事業の

維持・発展を図るとともに、それが社会への貢献となるように事業運営をすべ

きである。すなわち、自らの事業が社会によって支えられていることでサステ

ナブル(持続可能)な存在であり続けることを認識した上で、自らも社会への

貢献を念頭に活動すべきである。 
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第１章 顧客との信頼関係構築（基本原則１） 

 

１－１ 法令の遵守 

ＬＰガス販売事業者は、液化石油ガス法（以下、液石法という。）に基

づく登録を受けて事業を行っている存在であり、液石法に規定される事

業者に対する保安・取引に係る各種規制については、遵守する必要がある。 

しかし、長年にわたる商慣行が顧客である消費者の信頼を損なう場合

が多々あったことから、このほど商慣行是正により取引の適正化・料金の

透明化を図るため液石法において新たな規制が導入されることとなった。 

ＬＰガス販売事業者は、こうした背景を重く受け止め、改めて法令遵守

すべきことを確認すべきである。 

特に、２０２４年４月に公布される液石法関係改正省令による以下の

３点の規制については留意して、遵守すべきである。 

 

① 過大な営業行為の制限 

② 三部料金制の徹底 

③ ＬＰガス料金等の情報提供 

 

１－２ 法令の遵守を担保する体制整備 

ＬＰガス販売事業者は、１－１にある法令の遵守を履行するため、経営

トップはもとより組織の構成員全員、さらには、委託等を行う協力会社等

の構成員に至るまで法令遵守を認識・徹底すべきである。 

特に、顧客である消費者と直接に接する全ての組織の構成員等に対し

ては法令遵守の必要性を確実に認識させるべきである。 

このため、ＬＰガス販売事業者は、法令遵守に向けた組織構成員向けの

研修を定期的実施するとともに、法令遵守に反する又はそのおそれのあ

る行為がないか監察するための内部統制機能を発揮させる体制を整備す

べきである。 

 

１－３ 法令遵守に向けた顧客との関係性構築 

ＬＰガス販売事業者の法令遵守徹底を確保するため、顧客である消費

者に対して自社が法令遵守を徹底することを十分に説明するとともに、

消費者からの意見等を受け入れ・吸い上げ、それに対して速やかに応答す

るなど消費者が自社との取引に満足するような良好な関係性構築を図る

べきである。 
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第２章 顧客以外の関係者との信頼関係構築（基本原則２） 

 

２－１ 事業運営の理念・ビジョンの共有 

ＬＰガス販売事業者が事業運営を行う上で、顧客以外にも従業員はも

とより取引先等全ての関係者に対して、自らの事業運営の理念・ビジョン

を明示して共有を図り、信頼関係構築の基盤を整備すべきである。 

 

２－２ 法令遵守の周知 

２－１における事業運営の理念・ビジョンの共有を図った上で、ＬＰガ

ス販売事業者が液石法の規制の下で事業運営が可能であることを従業員

はもとより、取引先等関係者の理解・認識を十分得て、液石法等関係する

法令の遵守を周知すべきである。 

 

 

第３章 社会への貢献（基本原則３） 

 

３－１ 事業運営・ビジョンにおける社会貢献のコミットメント 

ＬＰガス販売事業者は、ＬＰガスの販売を通じてより豊かな生活を提

供して、自らの事業が社会に受け入れられることによって存立し、かつ将

来に向けて存続可能であり、社会への貢献が自らの利益にもなることを

認識し、事業運営・ビジョンにおいて社会貢献のコミットメントを行うべ

きである。 

 

３－２ 社会貢献の具体策の策定 

ＬＰガス販売事業者は、３－１においての社会貢献のコミットメント

を実践するべく、例えば、カーボンニュートラルへの対応や災害時の重要

な役割など社会貢献に向けた具体策を策定すべきである。 

 

 

 

以上 
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案 
体積販売の場合の交付書面の例 

文中に別と記載している周知文書・料金表は、各社で作成されますようお願

いいたします。 

 

◎ 内容を十分にお読みください。 

 

  

 

この書面は、液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律(以下

「液化石油ガス法」という。)第１４条並びに特定商取引に関する法律(以下「特

定商取引法」という)第４条及び第５条に規定する事項をお知らせいたします。 

十分にお読みの上で、大切に保管をお願いいたします。 

 

１．液化石油ガスの種類 

 

供給する液化石油ガス(以下「ＬＰガス」という。)は、「い号液化石油ガス」です。 

  

２．ＬＰガスの引渡・供給の方法及びＬＰガス料金 

 

ＬＰガスを充填した容器をガス切れのないように配送・交換し、供給設備に

接続し、供給します。また、バルク供給の場合は、お客様のガス使用量に応じ

てバルク貯槽にＬＰガスを充填します。 

ＬＰガス料金については別の料金表に示しております。 

 

３．供給設備及び消費設備の管理の方法 

 

(１) お客様の保安責任 

お客様は、ガスメータ出口からガス機器等までの消費設備について、善良な

管理者の注意をもって、日頃の安全維持管理をお願いいたします。具体的には、

お客様がＬＰガスをご使用になる場合は、本書面と別にお渡しする「周知文書」

に記載されている保安に関する注意事項を遵守されるようにお願いいたしま

す。 

ＬＰガス販売に関する重要なお知らせ 

全Ｌ協 ひな型 
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この周知文書に記載した注意事項に反して生じた事故・災害の責任は、原則

として、お客様に帰することとなりますのでご注意をお願いいたします。 

 

(２) 当社(店)の保安責任 

容器からガスメータ出口までの供給設備は、当社(店)または当社(店)の委託

した保安機関が定期的に点検を行い、その維持管理について責任を負います。 

 

(３) その他のお願い 

①お客様の敷地内にある供給設備について、当社(店)または当社(店)の委託

した保安機関以外の者によって、みだりに変更等を加えないようにご注意

をお願いいたします。もし、第三者による供給設備の変更・損壊・移動等

が発生した場合は、当社(店)まで速やかにご連絡くださるようお願いいた

します。 

②お客様がＬＰガス機器を新たに設置される場合は、安全管理の観点から当

社(店)に必ずご連絡をお願いいたします。 

 

４．ＬＰガスの供給にかかる保安業務の実施者とその責任 

 

(１) 保安業務の実施者及び責任 

ＬＰガス供給にかかる保安業務については、当社(店)が自ら実施するか、ま

たは、次表に記載した当社(店)が委託する保安機関が責任を持って実施します。 

 

保安業務区分とその実施者(社) 

保安業務区分                   

保安業務の区分 業務の内容 

①供給開始時点検・調査 

お客様がＬＰガスのご利用前、安全にご利用いただくためにＬ

Ｐガスの容器周りから配管を含めたガス機器までガス設備を

一通り点検・調査を行います。 

②容器交換時等供給設備点検
ＬＰガスの容器の交換の際などに、転落転倒防止などの点検を

行います。 

③定期供給設備点検 
原則として４年に１回、ＬＰガスの容器周りからガスメータま

で正常にご利用いただける状態にあるか点検を行います。 

④定期消費設備調査 

原則として４年に１回、ガスメータ出口からガス栓、ガス機器、

その他設備を安全にご利用いただける状態にあるか調査を行

います。 

⑤周 知 
原則として２年に１回以上、ＬＰガスのご利用に伴う事故、災

害の防止のため必要な事項をご案内します。 

⑥緊急時対応 
ＬＰガスに関連する事故、災害発生の恐れ、または発生のご連

絡をお受けした場合に適正な措置を行います。 

⑦緊急時連絡 
ＬＰガスに関連する事故、災害発生の恐れ、または発生の場合

に緊急連絡をお受けする機関、連絡先です。 
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保安業務実施者(社) ※  の保安機関が保安業務を実施します。 

 ①供給開始時点検・調査 

 保安機関の名称 住 所 電話番号 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

 

②容器交換時等供給設備点検 

 保安機関の名称 住 所 電話番号 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

 

③定期供給設備点検 

 保安機関の名称 住 所 電話番号 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 
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□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

 

④定期消費設備調査 

 保安機関の名称 住 所 電話番号 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

 

⑤周 知 

 保安機関の名称 住 所 電話番号 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

 

⑥緊急時対応 

 保安機関の名称 住 所 電話番号 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 
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□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

 

⑦緊急時連絡 

 保安機関の名称 住 所 電話番号 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

□ 

 

 

 

 

 

 

平日(○～○時) 

 

夜間・休日等(○～○時) 

 

 

(２)  ＬＰガス設備の点検・調査 

ＬＰガス設備の点検・調査の実施に際して、お客様が不在の場合は、不在連

絡票を発行しますので、点検・調査希望日のご連絡をお願いします。なお、当

社(店)または当社(店)の委託した保安機関が３回訪問してもご不在の場合は、

お客様のＬＰガス設備が技術上の基準に適合しているか確認が取れませんの

で、お客様自身が自己責任で管理・使用されますようお願いいたします。 

 

(３)  消費設備の調査結果 

消費設備の調査結果は文書をもってお知らせいたします。その結果が、液化

石油ガス法の技術上の基準に適合していない場合は、改善のお願いをさせてい

ただきますので、速やかな改善をお願いいたします。なお、改善をしない場合

は、災害の発生の恐れがあります。場合によっては、ＬＰガスの供給を停止す

ることがありますので、ご理解・ご協力をお願いいたします。 

   

(４)  ＬＰガス設備の点検・調査の拒否 

ＬＰガス設備の点検・調査を拒否したり、お客様が改善を講じなかったため

に起こった災害などによる損害は、当社(店)では責任を負いかねます。また、
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保安上の理由によりＬＰガスの供給を停止した場合の損害も当社(店)では責

任を負いかねます。何卒ご理解のほどをよろしくお願いいたします 

 

(５) 緊急時の連絡先 

当社(店)または当社(店)が委託した保安機関は、２４時間緊急体制をとって

いますので、ガス漏れ等の災害の発生やその恐れがある場合は、直ちに「⑦緊

急時連絡の欄の保安業務実施者(社)」にご連絡をお願いいたします。 

 

５．供給設備及び消費設備等の所有関係とＬＰガス販売契約解除時の取扱い 

 

(１) 供給設備の所有関係 

お客様の敷地内に設置している供給設備(容器からガスメータ出口までの設

備)は当社(店)所有のものです。 

 

 供給設備一覧表 

供給設備の名称・型式・数量等 

名 称 型 式 数 量 

容器   

容器チェーン   

高圧ホース   

調整器   

低圧ホース   

ガスメータ   

配管一式   

その他   

  

(２) 消費設備等の所有関係 

以下の表に示す消費設備等を当社(店)の費用負担によって設置し、お客様に

ご利用いただいております。そのため、毎月のＬＰガス料金のうち設備料金と

して請求させていただいておりますのでご了承ください。 

その設備料金は下記の一覧表の設置費用から算出しており、月額○○○円

とさせていただきます。 

当社(店)が所有する消費設備一覧表 

名 称 数量 設置年月日 設置費用 備 考 

      円  

      円  

      円  

      円  

      円  
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(３) 設備の転貸・売却の禁止 

当社(店)の所有の設備を利用して、他のＬＰガス販売事業者からＬＰガスを

購入することはできません。また、その設備をお客様が転貸・売却することは

できませんご注意をお願いします。 

 

(４) ＬＰガス販売契約解約時の取扱い 

お客様ご本人から当社(店)にＬＰガス販売契約の解約の申し出があった場

合は、当社(店)は原則として、一週間以内に供給設備を引き取ることといたし

ます。この場合の引き取り費用はお客様の負担となります。 

また、未払いのガス料金、当社(店)所有の消費設備等がある場合はその清算

等に要する諸費用をお支払いいただくことが引き取りの条件となります。 

ただし、次の場合は、供給設備をお客様の敷地内等に引き続き置かせていた

だくことがあります。 

①お客様に設置されている供給設備が、他のお客様へもＬＰガス供給をして

いる場合(小規模導管供給・集合住宅等) 

②当該設備が、業務用等の大規模な設備の場合であって、撤去に日数を要す

る場合 

③その他、当該設備を引き続き設置することをお客様が同意した場合 

 

(５) ＬＰガス供給設備の買取り 

お客様が、供給設備の買取りを希望される場合は、「時価相当額」で買い取

っていただきます。 

 

(６) 消費設備の清算・供給設備等の買取り計算式 

ＬＰガス販売契約の解約などによる、消費設備の清算または供給設備等の買

取りは「時価相当額」で買い取っていただきます。 

 

「定額法による時価相当額」の計算方法は、以下の通りとなります。 

 

   時価相当額 ＝ Ａ － (Ａ× 償却率） × 経過月数 ÷ １２ 

 

 注１：Ａとは供給設備の設置当初の費用である。 

 注２：上記の計算方法は。定額法であり、償却率は機器の耐用年数により異 

    なります。 

 注３：定率法やその他の方式により、時価相当額を明示する場合は、別途 

    お知らせいたします。 

 

６．供給設備及び消費設備等についての費用負担 

 

お客様のご事情により、供給設備及び消費設備等の変更・修繕・撤去等に要

する費用については、お客様にご負担をお願いいたします。 

なお、それらの費用については別途お見積りさせていただきます。 
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７．ＬＰガスの計量の方法、料金とその支払方法 

 

(１) メータ検針による料金計算による請求 

計量法に基づき、ガスメータに表示されたガス通過量を定期的に検針し、ガ

ス使用量に応じた料金を別に交付する「ＬＰガス料金表」に基づき請求いたし

ます。 

期日までにガス料金を所定の方法(口座自動振替、現金、クレジットカード、

振込)により、お支払いをお願いいたします。 

また、前記の「ＬＰガス料金表」は、本書面と同時に交付いたします。その

後、仕入れ価格などの変動や社会情勢や経済情勢等により、値上げまたは値下

げする場合は、その都度、理由を付して変更となる「ＬＰガス料金表」を事前

(原則１か月前)に交付いたしますので、大切に保管をお願いいたします。 

ＬＰガス料金等の支払いを○か月以上滞納された場合には、ＬＰガスの供給

を停止させていただく場合がございますので、ご理解のほどお願いいたします。 

  

(２) ＬＰガス料金の計算方法 

毎月お支払いいただくＬＰガス料金は下表のとおり三部料金制(基本料金、

従量料金、設備料金)により構成しており、これらを合算してご請求させてい

ただきます。 

 名 称     料金説明 料金に含まれる費用 

基 本 料 金

ＬＰガスの使用に関係なく

一律お支払いいただく料金

です。 

供給設備の償却費、賠償責任保険

料、保安管理費用、管理費用(検針･

集金料）、ガス漏れ警報器※など 
※基本料金に含まれている場合 

があります。 

 

 

従 量 料 金

ＬＰガスの使用料に応じて

お支払いいただく料金で

す。 

仕入代金、配送費、販売経費など

 

 

 

設 備 料 金

ガス機器等ＬＰガスを消費

する場合に用いられるもの

の利用に応じてお支払いい

ただく料金です。 

ガスメータの出口からガス機器

までの配管設備等や、ガス機器本

体の貸付料金、ガス漏れ警報器※

など 
※設備料金に含まれている場合 

があります。 

 

 

(３) ＬＰガス料金の支払い方法 

ＬＰガス料金等の支払いは、口座自動振替・集金・クレジットカード・お客

様による振込、その他の方法でお願いします。(消費税は別途加算させていた
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だきます。) 

支払日につきましては、毎月○○日(自動振替の場合で振替日が金融機関休

業日の場合は翌営業日)となります。 

 

８．防災等についてお願い 

 

(１) 火災の発生の場合 

火災が発生した場合は、直ちに容器バルブを閉めて、消防署員等の関係者に

容器の位置をお知らせしてください。また、当社(店)にもご連絡をお願いいた

します。また、お客様の近隣で火災が発生した場合も同様の対応をお願いいた

します。 

  

(２) 地震が発生した場合 

地震が発生した場合は、まず身の安全を確保し、揺れが収まってからあわて

ずに使用中の火を消し、容器バルブを閉めるようお願いいたします。なお、大

きな地震が発生した場合は、ガス配管やガス機器からガス漏れの恐れがありま

すので、当社(店)または当社(店)の委託した保安機関の点検を受けてからご使

用をお願いいたします。 

 

(３) 水害の恐れがある場合 

水害が発生または恐れがある場合は、容器等が流されないようしっかりと固

定されているかをお確かめください。流される恐れがある場合は、当社(店)に

ご連絡をお願いいたします。 

なお、水害によって、容器、調整器、ガスメータ、配管等が冠水した場合は、

当社(店)または当社(店)の委託した保安機関の点検を受けてからご使用をお

願いいたします。 

 

９．個人情報の取り扱いについて 

 

ＬＰガス供給の申込みの受付、工事、保安点検の際、ガス機器販売等の機会

などの際、お客様の個人情報(氏名、住所、電話番号、振替口座番号、ガス機器

種類等)のご提供を受けますが、これらの個人情報は次の目的に利用させてい

ただきますのでよろしくお願いいたします。  

 

①ＬＰガスの供給(配送、検針・集金等)を行うために利用 

②ＬＰガスの設備工事を行うために利用 

③液化石油ガス法に基づく次のＬＰガスの保安に関する業務を行うために 

利用 

・供給開始時点検・調査(お客様がＬＰガスのご利用前、安全にご利用いた

だくためにＬＰガスの容器周りから配管を含めたガス機器までガス設備

を一通り点検・調査を行います。) 

・容器交換時等供給設備点検(ＬＰガスの容器の交換の際などに、転落転倒
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防止などの点検を行います。) 

・定期供給設備点検(原則として４年に１回、ＬＰガスの容器周りからガス

メータまで正常にご利用いただける状態にあるか点検を行います。) 

・定期消費設備調査(原則として４年に１回、ガスメータ出口からガス栓、

ガス機器、その他設備を安全にご利用いただける状態にあるか調査を行

います。) 

・周知(原則として２年に１回以上、ＬＰガスのご利用に伴う事故、災害の

防止のため必要な事項をご案内します。) 

・緊急時対応(ＬＰガスに関連する事故、災害発生の恐れ、または発生のご

連絡をお受けした場合に適正な措置を行います。) 

・緊急時連絡(ＬＰガスに関連する事故、災害発生の恐れ、または発生の場

合に緊急連絡をお受けする機関、連絡先です。) 

④当社(店)または当社(店)が委託した保安機関の自主的な保安に関する業務

の実施 

⑤ガス機器、ガス漏れ警報器等の販売、設置、修理・点検、アフターサービス 

⑥上記に関するサービス・製品等のお知らせ・案内、調査・データ分析 

⑦その他、上記に付随する業務の実施 

 

なお、業務を円滑に遂行するため、ＬＰガス容器の配送会社、ＬＰガス設備

の保安点検会社、ＬＰガス工事会社、口座振替先の金融機関、検針センター、

集金センター、情報処理会社等に業務の一部を委託することがあります。その

ため必要な範囲で委託先へ個人情報を提供する場合がありますが、その際に当

社(店)は委託先に対し個人情報の取扱いに関する適切な監督を行います。 

＊当社(店)が所有している情報について、開示、訂正、追加、削除、利用停

止等のご希望がある場合は、当社(店)までお知らせください。 

＊法令に基づき行政機関等から問い合わせを受けた場合には、上記目的に

限らず、お客様の個人情報を回答する場合があります。 

 

１０．ＬＰガスの使用に際してのお問い合わせ先について 

 

ＬＰガスのご使用に際して、ご不明な点やご質問、ＬＰガス料金の照会等ご

ざいましたら下記までご連絡くださいますようお願いいたします。 

また、当社(店)の営業活動等についてのご意見ご要望等につきましても下記

までご連絡ください。寄せられたご意見等を社（店）内で共有させていただき、

改善に取り組んでまいります。 

 

連絡先 

○○ＬＰガス販売 

ＴＥＬ：000-000-0000 

ＦＡＸ：000-000-0000 

メール：ｘｘｘｘ＠ｘｘ．ｘｘ．ｊｐ 

ＨＰ ：https://●●●.●●.●● 
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１１.クーリング・オフ制度について 

 
 (注)クーリング・オフ制度のお知らせについて 

以下の「クーリング・オフのお知らせ」の規定の対象のお客様は、ＬＰガス
販売にあたって、「特定商取引法の訪問販売等に当たる場合のみ」適用させて
いただいておりますので、ご了承をお願いいたします。 

クーリング・オフのお知らせ 

１、お客様が、訪問販売及び電話勧誘販売で契約された場合、本書面を受領された日

から８日を経過するまでは、書面(下図参照) 又は電磁的記録(電子メール等)によ

り、無条件で申し込みの撤回を行うこと及び契約の解除を行うこと(以下「クーリ

ング・オフ」といいます。)ができ、その効力は、書面又は電磁的記録(電子メール

等)による通知を発した時(郵便消印日付など)から生じます。ただし、現金取引(契

約したその場で商品の引き渡しを受け、あるいは役務の提供を受け、かつ代金の全

部を支払うこと)で、その代金が３，０００円未満のときは、クーリング・オフはで

きません。 

２、この場合お客様は、①損害賠償及び違約金の支払を請求されることはありません。

②すでに引き渡された商品の引き取りに要する費用や移転された権利の返還に要

する費用は事業者が負担します。③すでに代金または対価の一部または全部を支払

っている場合は、速やかにその全額の返還を受けることができます。④商品を使用

若しくは消費し、または権利を行使して得られた利益に相当する金銭の支払義務は

ありません。又、役務の提供を受けたまたは施設を利用した場合でも当該契約に基

づく対価の支払義務はありません。⑤役務の提供に伴い、土地または建物その他の

工作物の現状が変更された場合には、無料で元の状態に戻すよう請求することがで

きます。 

３、上記クーリング・オフの行使を妨げるために事業者が不実のことを告げたことに

より、お客様が誤認し、または威迫したことにより、困惑してクーリング・オフを

行わなかった場合は、事業者から、クーリング・オフ妨害の解消のための書面が交

付され、その内容について、説明を受けた日から８日を経過するまでは、書面又は

電磁的記録(電子メール等)によりクーリング・オフすることができます。 

下図のように「ハガキ」等に必要事項をご記入の上、販売店宛て郵送してください。 

郵 便 は が き 

切手 

                

              住

              所

           ○ 

           ○  ○

電 ご ご    ○ 販  ○

話 契 住    ○ 売  ○

番 約 所    課 株  ○

号 者      御 式 

名      中 会 

       社  

 右 

記   ○ ○ ○ ○    契   

 日   商 電 販 販    約 

 付   品 話 売 売    日 

 の   名 番 店 店    令 

契   ・ 号 住 名    和 

約   役   所      ○ 

は   務          年 

解   の          ○ 

除   種          月 

し   類          ○ 

ま              日 

す。 

１、上述の参考例は「ハガキ」によるものですが、簡易書留が確実です。また、内容証明郵便、特定記録郵便、書留なども確実です。

２、そのほか、記入するものとしては、①商品等の金額、②支払った○○の金額の返金を要求する旨、③振り込み先、④既に受け取って

いる商品を早急に引き取ってもらうことなどを記入する。 

３、電磁的記録によるクーリング・オフについては当社のホームページ(https://●●●.●●.●●)をご確認ください。 
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１２．販売事業者氏名とお客様氏名と書面の受領関係 

 

  本文書を交付したのは、以下のＬＰガス販売事業者であり、本文書を十分

に熟読・ご確認のうえ、受領欄に必要事項のご記入をお願いいたします。 

 

  なお、液化石油ガス法第１４条に基づく通知書(本文書)および液化石油ガ

ス法第２７条に基づく周知文書の交付は、書面に代え電磁的方法(電子メー

ル等)を利用することが可能となりました。当社(店)の担当者より詳細な説

明をお聞きの上、ご承諾をお願いいたします。 

 

  ・ １４条通知書  □ 承諾する     

 

  ・ 周知文書    □ 承諾する     

   

  ・ メールアドレス                       

 

ＬＰガス販売の契約日(西暦)      年   月   日 

 

 

ＬＰガス販売事業者名                          

 

 

代表者氏名                担当者氏名            

 

 

住 所                 電話番号             

 

お客様氏名 (名称
ふりがな

)           お客様コード           

 

※法人の場合は代表者氏名                         

 

  

住 所                 電話番号             

 

受 領 日 

 

 本文書において重要事項等の説明を受け、内容を承諾しました。 

 

(西暦)      年   月   日 

           署
ふり

 名
がな
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